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建設分野技能実習に関する事業協議会について 

 

１ 目的 

 建設分野技能実習に係る関係者間において、技能実習の適正な実施及び技能実

習生の保護に有用な情報を共有し、連携の緊密化を図るとともに、その建設業

の実情を踏まえた技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に資する取組

について協議を行う。 

（「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」第五十

四条関係） 

 

２ 構成員（別紙１のとおり） 

 

３ 資料及び議事 

  後日公開 

 

４ 事務局 

  国土交通省不動産・建設経済局国際市場課 
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別紙１ 

 

 

建設分野技能実習に関する事業協議会構成員名簿（敬称略） 

 

＜構成員＞ 

1 佐賀大学経済学部 早川 智津子 

2 (公財）建設業適正取引推進機構 

3 建設業労働災害防止協会 

4（一社）建設産業専門団体連合会 

5（一社）住宅生産団体連合会 

6 全国管工事業協同組合連合会 

7（一社）全国クレーン建設業協会 

8（一社）全国建行協 

9（一社）全国建設業協会 

10（一社）全国建設産業協会 

11（一社）全国建設室内工事業協会 

12 全国建設労働組合総連合 

13（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会 

14 全国サイディング事業協同組合連合会 

15 (一社）全国住宅産業地域活性化協議会 

16（一社）全国ダクト工業団体連合会 

17 全国中小企業団体中央会 

18（一社）全国中小建設業協会 

19（一社）全国中小建設工事業団体連合会 

20（公社）全国鉄筋工事業協会 

21（一社）全国防水工事業協会 

22 全国マスチック事業協同組合連合会 

23（一社）全日本瓦工事業連盟 

24（一社）鉄骨建設業協会 

25（一社）日本ウエルポイント協会 

26（一社）日本ウレタン断熱協会 

27（公社）日本エクステリア建設業協会 

28 日本外壁仕上業協同組合連合会 
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29（一社）日本型枠工事業協会 

30 (一社）日本管路更生工法品質確保協会 

31（一社）日本機械土工協会 

32（一社）日本橋梁建設協会 

33（一社）日本金属屋根協会 

34（一社）日本建設あと施工アンカー協会 

35 日本建設インテリア事業協同組合連合会 

36（一社）日本建設軀体工事業団体連合会 

37（一社）日本建設機械施工協会 

38（一社）日本建設業経営協会 

39（一社）日本建設業連合会 

40（一社）日本建築大工技能士会 

41（一社）日本建築板金協会 

42（一社）日本左官業組合連合会 

43（一社）日本サッシ協会 

44 日本室内装飾事業協同組合連合会 

45（一社）日本シヤッター・ドア協会 

46（一社）日本造園組合連合会 

47（一社）日本造園建設業協会 

48（一社）日本タイル煉瓦工事工業会 

49（一社）日本塗装工業会 

50（一社）日本鳶工業連合会 

51（一社）日本発破・破砕協会 

52（一社）日本保温保冷工業協会 

53（一社）日本木造住宅産業協会 

54（一社）日本溶接協会 

55（一社）日本冷凍空調設備工業連合会 

56（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会 

57（一社）窓廻り装飾事業協会 

58（一社）マンション計画修繕施工協会 

59 国土交通省不動産・建設経済局国際市場課 
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＜オブザーバー＞ 

60 外国人技能実習機構 

61（一社）建設技能人材機構  

62（一財）国際建設技能振興機構 

63 法務省 出入国在留管理庁在留管理支援部在留管理課特定技能・技能実習運用

企画室 

64 厚生労働省 人材開発統括官付海外人材育成担当参事官室 
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別紙２ 

 

建設分野技能実習に関する事業協議会 設置要綱 

 

（名称） 

第１条 本協議会は、建設分野技能実習に関する事業協議会（以下「協議会」と

いう。）という。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、建設分野技能実習に係る関係者間において、技能実習の適正

な実施及び技能実習生の保護に有用な情報を共有し、連携の緊密化を図るととも

に、その建設業の実情を踏まえた技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に

資する取組について協議を行うことを目的とする。 

 

（活動内容） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

 一 建設分野技能実習の実施状況に係る情報共有 

 二 本実習の適正な監理を推進する上での課題に関する意見の交換 

 三 本実習の適正な監理の徹底に向けた周知及び啓発 

 四 その他協議会の目的を達成するために必要な活動 

 

（構成員） 

第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 

 一 学識経験者 

 二 建設業者団体（元請団体、専門工事業団体等） 

 三 国土交通省 

 四 その他協議会の目的を達成するために必要と認められる者 

２ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する座長の承認を得て構成員

となる。 

 

（座長） 

第５条 協議会に座長を置く。 

２ 座長は、構成員の中から互選によって選出する。 

３ 座長は、協議会を代表し、運営を統括する。 
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（協議会の開催） 

第６条 協議会は、次条に規定する事務局が招集する。 

 

（事務局） 

第７条 協議会の事務は、国土交通省不動産・建設経済局国際市場課が行う。 

 

（資料及び議事の公開） 

第８条 協議会の資料及び議事概要は、国土交通省ホームページで会議開催後日

公開する。ただし、座長が必要と認めるものは非公表とすることができる。 

 

（雑則） 

第９条 協議会は、必要に応じて、本要綱の規定の見直しを行うものとする。 

２ 要綱の見直しは、構成員の定員の過半数の賛成を以て了承されるものとす

る。 

 

第１０条 本要綱に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は別に定め

る。 

 

 

附 則 

本要綱は、平成 30年３月 26日より施行する。 

附 則（令和５年３月 23日） 

本要綱は、令和５年３月 23日より施行する。 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

技能実習制度における建設分野の取組

令和６年３月27日
国土交通省

不動産・建設経済局 国際市場課
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課題１:建設業は、季節による受注量の変動
が激しい業種。日給制で仕事がないと手取り賃
金が下がる

課題３:現場管理は元請、労働者を雇用するの
は下請の専門工事業者で、中小零細業者が大半

課題２:建設業は、受注した工事ごとに就労する
現場が変わるため、雇用主による労務管理、就労
管理が難しい

月給制を義務化

建設キャリアアップ
システムの登録義務化

建設業許可を要件化
受入人数枠の設定

○建設分野の外国人材の受入れにあたっては、業種横断の基準に加え、建設産業の特性等を
踏まえ、建設分野特有の基準を設定

建設分野独自の仕組み(概要)

2
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

技能実習制度及び特定技能制度の見直しにおける
業所管省庁の役割

令和６年３月27日
国土交通省

不動産・建設経済局 国際市場課
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【概要】業所管省庁の役割

① 受入れガイドラインや育成・キャリア形成プログラムを策定し、受入れの適正化を促進

② 就労開始前や就労開始1年後、育成就労制度から特定技能1号、特定技能1号から特定技能2
号への移行時における、日本語能力要件の設定
（各受入れ対象分野でより高い水準の試験合格を要件とすることが可能とされている。）

③ 本人の意向による転籍の制限期間や転籍時における日本語能力要件の設定
・受入れ対象分野ごとに、転籍の制限期間に関しては、1年から2年までの範囲で設定
・転籍時における日本語能力要件に関しては、日本語能力試験N5相当の水準から特定技能1号
への移行時に必要な水準の範囲内で設定

④ 相談窓口の設置、不適切な引き抜きを防止するための措置等、各受入れ対象分野において必
要な外国人の受入れ環境の整備等に資する取組の実施

2

概要
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業所管省庁の役割①

3

３ 外国人の人材育成
（１）人材育成の在り方
○ 育成就労制度は、基本的に３年間の就労を通じた育成期間において、対象となる外国人ごとに育成就労計画を
定めた上で計画的に特定技能１号の技能水準の人材に育成することを目指すものとし、適正化方策を講じた特定
技能制度と連続性を持たせる。
○ 育成就労制度で外国人が従事できる業務の範囲は、現行の技能実習制度よりも幅広くして特定技能制度におけ
る業務区分と同一としつつ、当該業務区分の中で修得すべき主たる技能を定めて計画的に育成・評価を行う。
○ 業所管省庁は、育成就労制度及び特定技能制度の育成・キャリア形成プログラムを策定する。
○ 特定技能外国人に対する支援にキャリア形成の支援を加える。

６ その他
○ 制度所管省庁は、業所管省庁との連絡調整、業所管省庁や関係機関への助言、送出国との連携の強化等、
制度全体を適正に運用する上での中心的な役割を果たす。
○ 業所管省庁は、受入れガイドラインや育成・キャリア形成プログラムを策定するなどして受入れの適正化を促進する
ほか、相談窓口の設置、不適切な引き抜きを防止するための措置等、各受入れ対象分野において必要な外国人の
受入れ環境の整備等に資する取組を行う。
（以下略）

該当箇所（赤字部分）

出典：「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について」
令和６年２月９日 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定

① 受入れガイドラインや育成・キャリア形成プログラムの策定

資料７



業所管省庁の役割②
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３ 外国人の人材育成
（２）人材育成の評価方法
○ 育成就労制度では、外国人が就労開始前までに日本語能力Ａ１相当以上の試験（日本語能力試験Ｎ５
等）に合格すること又は相当する日本語講習を認定日本語教育機関等において受講することを要件とする。
○ 外国人の技能修得状況等を評価するため、受入れ機関は、育成就労制度による受入れ後１年経過時までに技
能検定試験基礎級等及び日本語能力Ａ１相当以上の試験（日本語能力試験Ｎ５等。ただし、既に試験に合
格している場合を除く。）を外国人に受験させる。
○ 育成就労制度から特定技能１号への移行時には、技能検定試験３級等又は特定技能１号評価試験及び日
本語能力Ａ２相当以上の試験（日本語能力試験Ｎ４等）の合格を要件とし、受入れ機関が外国人に当該試
験を受験させる。
○ 特定技能１号から特定技能２号への移行時には、従前の特定技能２号評価試験等の合格に加え、日本語能
力Ｂ１相当以上の試験（日本語能力試験Ｎ３等）の合格を要件とする。
○ 上記各段階における日本語能力に関しては、現行の技能実習制度における取扱いを踏まえ、各受入れ対象分野
でより高い水準の試験の合格を要件とすることを可能とする。
○ 育成就労制度で育成を受けたものの、特定技能１号への移行に必要な試験等に不合格となった者については、
同一の受入れ機関での就労を継続する場合に限り、再受験に必要な範囲で最長１年の在留継続を認める。

出典：「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について」
令和６年２月９日 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定

② 受入れ分野に応じた日本語能力要件の設定

該当箇所（赤字部分）
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業所管省庁の役割③
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４ 外国人の人権保護・労働者としての権利性の向上
（２）本人の意向による転籍
○ 上記（１）の場合以外は、計画的な人材育成の観点から、３年間を通じて一つの受入れ機関において継続的に就労を続けるこ
とが効果的であり望ましいものの、以下の要件をいずれも満たす場合には、同一業務区分内に限り、外国人本人の意向による転籍を
認める（注）。
ア 同一の受入れ機関において就労した期間が一定の期間を超えていること
イ 技能検定試験基礎級等及び一定の水準以上の日本語能力に係る試験に合格していること
ウ 転籍先となる受入れ機関が、転籍先として適切であると認められる一定の要件を満たすこと
なお、アの「一定の期間」については、当分の間、各受入れ対象分野の業務内容等を踏まえ、受入れ対象分野ごとに１年から２年

までの範囲内で設定するものとする。
ただし、アの「一定の期間」については、人材育成の観点を踏まえた上で１年とすることを目指しつつも、１年を超える期間を設定す

る場合には、当該期間を選択する受入れ機関において、就労開始から１年を経過した後には転籍の制限を理由とした昇給その他待
遇の向上等を図るための仕組みを検討する。
また、育成就労制度において育成途中の外国人による特定技能１号への在留資格変更については、育成就労を経ないで特定技

能１号の在留資格を得るために必要となる試験に合格し、かつ、アの要件を満たす場合に限って認める。
イの「一定の水準以上の日本語能力に係る試験」については、各受入れ対象分野の業務内容等を踏まえ、各受入れ対象分野に

おいて、日本語能力Ａ１相当の水準から特定技能１号への移行時に必要なる日本語能力の水準までの範囲内で設定するものと
する。
（注）転籍が認められる要件の概要については法律で規定した上、上記アの「一定の期間」の具体的な数値や上記イ及びウの要

件の具体的な内容等については主務省令等で規定予定。

出典：「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について」
令和６年２月９日 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定

③ 本人の意向による転籍の制限期間の設定

該当箇所（赤字部分）

（以下略）
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業所管省庁の役割④
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６ その他
○ 制度所管省庁は、業所管省庁との連絡調整、業所管省庁や関係機関への助言、送出国との連携の強化等、
制度全体を適正に運用する上での中心的な役割を果たす。
○ 業所管省庁は、受入れガイドラインや育成・キャリア形成プログラムを策定するなどして受入れの適正化を促進する
ほか、相談窓口の設置、不適切な引き抜きを防止するための措置等、各受入れ対象分野において必要な外国人の
受入れ環境の整備等に資する取組を行う。
○ 人権侵害行為に対しては、現行制度下でも可能な対処を迅速に行う。
○ 移行期間を十分に確保するとともに丁寧な事前広報を行い、現行制度を利用している外国人や受入れ機関等に
不当な不利益を生じさせず、また、制度の移行による急激な変化を緩和するため、必要な経過措置を設ける。
○ 育成就労制度及び特定技能制度について、適切な情報発信等を行い、関係者の理解を促進する。
○ 育成就労制度の施行後も、制度の運用状況について不断の検証と必要な見直しを行う。
○ 育成就労制度を通じて、永住に繋がる特定技能制度による外国人の受入れ数が増加することが予想されることか
ら、永住許可制度の適正化を行う。

出典：「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について」
令和６年２月９日 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定

④ 相談窓口の設置、不適切な引き抜きを防止するための措置等

該当箇所（赤字部分）
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①優秀外国人建設技能者賞 ②外国人材育成賞 ③事業展開賞

〇特定技能制度のもと、建設技能・コミュニケー
ションスキルの習得に関する取組が顕著であり、
建設現場での指導的役割を目指す外国人技能
者を表彰

○継続的かつ効果的に外国人建設技
能者の技能及び就労環境向上に取り
組んでいる企業等を表彰

○外国人材との接点を契機に新
たな事業を展開している企業を表
彰

【表彰概要】

【創設趣旨】

外国人材とつくる建設未来賞（大臣表彰） 概要

【表彰実績（2023年度）】

外国人材が日本の建設業を舞台に中長期的に活躍できる制度の活用が進んできていることを
踏まえ、技能やコミュニケーションの習得が顕著な特定技能外国人、その育成に尽力された企業
等、さらには、外国人材との接点を契機に新たな事業展開をされた企業の活動を称えるべく、令
和5年度より、国土交通大臣表彰を創設

優秀外国人建設技能者賞：７件、外国人育成賞：５件、事業展開賞：４件

天瀬 光二 独立行政法人労働政策研究・研修機構副所長

金井 甲 一般社団法人日本建設業連合会常務執行役

蟹澤 宏剛 芝浦工業大学建築学部教授【委員長】

佐々木 留美子 東京大学大学院工学系研究科建築学専攻特任研究員

杉田 昌平 弁護士法人Global HR Strategy代表社員・弁護士

宮森 千嘉子 一般社団法人CQラボ主宰

柳澤 庄一 一般社団法人建設産業専門団体連合会専務理事・事務局長

吉見 和行 一般社団法人全国建設業協会労働問題専門委員会特別委員

【審査委員】
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資料７



2023年度外国人材とつくる建設未来賞（大臣表彰）受賞者
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受賞者一覧URL：https://www.mlit.go.jp/ACFHR/files/pamphlet_2023.pdf

資料７
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